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1 まえがき
行財政改革による効率化の追求や,財政状況の悪化にともない, 公共事業は縮小の傾向にあるが,

一方では,地方自治体において補助事業を望む意見は少なくない。公共事業を含む基盤整備の評価
については,これまで政策実施にあたり,いわゆる波及効果分析が行われているが,費用便益分析に
とどまり必ずしも実態を反映しないなどの批判も存在する。その批判の主要な点が,いわゆる局所
的なモデルの採用であるために,地域経済全般から見た効果分析にはなっていないとする点である。
本論文では, 近年あらためて注目されている応用一般均衡分析を用いた, 社会基盤整備のモデル分
析をこころみる。なお,本論文では日本全体を分析の対象としているが,この結果を更に 1つの県や
隣接する数個の県単位の分析へと,拡張する予定である。
一般均衡分析は 1950年代から, Arrow, Debreuらにより創始され, 1960年代にMeade, Johnson,

Harbergerらにより発展させられ伝統的な 2部門モデルに基づいている [1]-[5]。一般均衡分析によ
り機能的帰着の問題と同時に, 内国税関税などの政策における効率性や配分の歪みを解析する手
段を適用している。良く知られている例として, 1984年から米国で議論された包括的税制改革案
の評価において,複雑に関連しあう各種の税を取り入れた議論が可能となったことがある。また,
GATT(関税と貿易に関する一般協定)において実施された関税引き下げや非関税障壁の撤廃基準
の作成など, 30以上の部門が関連しているケースなどにおいて,応用一般均衡の方法論が有効に適
用された事業であったとされている。
応用一般均衡分析は,さまざまな政策を評価するツールとして有効性が確認されているが,課題
も残されている。この課題は,主にモデルを構成する場合に用いる各種の定数パラメータやモデル
を作成するための仮定, 例えば完全雇用と完全競争を用いる仮定に関することがらである。しかし
ながら,応用一般均衡分析はこのような課題はありながら,均衡解を求める手順が存在することを
理解するだけでも,有意義な方法論であると言えよう。通常のマクロ構造方程式による政策シミュ
レーションによる分析では,いわゆる波及効果が一方向の分析となっている点が問題となり, 2重評
価の問題があるため,これをカバーする方法として市場への影響分の相殺を評価する方法としても
適切であろう。
このように, 1つの国の税制の議論や各国間の貿易問題に応用一般均衡を用いることがなされて

いるが,近年,公共事業の実施に関連して, 日本の地方自治体の単位で,応用一般均衡を用いた政策
評価がこころみられている [6]-[11]。しかしながら,これまでの研究においては, 例えば,道路の建設
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を評価する場合に土地を財として処理するようなことがなされたり,モデルのパラメータ推定の詳
細が不明であるなどの問題がある。米国の研究などでも,住宅市場の分析などの限定的な応用は見
られるが [12][13],日本の研究のような公共事業の評価への応用は, 極めて特殊であると思われる。
本論文では,これまでの伝統的な応用一般均衡分析を基礎として, 社会基盤整備の政策分析を行

うことを試みる。具体的には,主として道路建設による地域の基盤整備の有効性について,輸送機械
や不動産などの直接的に関係する産業部門の,資本税や労働税を軽減するシナリオを分析する。す
なわち, 道路建設は,自動車所有を誘発し,また輸送により恩恵を受ける産業を振興することで,モ
デルを表現することにする。資本税は,直接的に産業への補助金が反映されており,このようなモデ
ル分析は,道路建設による,直接間接の波及効果を分析するのに有効であろう。しかしながら, この
ような道路建設の政策が,果たして他の政策より有効であるかは, 比較分析により確認する必要が
ある。そのため,情報セクターに属する産業部門への同様の優遇政策が,どのような波及効果を持つ
かを求め, 道路に関係するセクターに対して行う政策との比較分析を行う。この結果,極めて大き
な差異が見られることにはならないが,情報セクターへの振興策の方が,やや有効性において優れ
ていることが分かる。

2 応用一般均衡による政策評価分析

2.1 応用一般均衡分析とその応用

経済学でも財政学などの分野においては, ワルラス (Walras)により示された経済における一般均
衡体系は有効な方法論を提供してくれる。しかし,一般均衡を実際の政策に適用する場合には,解の
存在だけではなく,その数値を示す必要がある。すなわち,一般均衡の問題を実際に解く手順が必要
となる。近年,貿易政策,開発論,地域経済政策,エネルギー政策などの評価に適用されている。特
に,米国 Purdue大学の Hertel教授によって 1992年から機関の設立と開発が開始されたパッケー
ジソフトウェアGTAP(Global Trade Analysis Project)が広く提供されるようになってからは, 一
般的な政策評価ツールとなっている [14]。応用一般均衡分析の展開は, 1960年代に米国の数理経済
学者スカーフ (Scarf)教授により均衡価格を逐次的に計算する方法が開発されたことを,直接的な
きっかけとしている [15]-[17] 。その後 1970年代に,ショーブンとウォーリ (Shoven and Whally)
の 2人の財政学者を中心として更に研究が進められた [18]-[22]。
最初に,一般均衡理論について最低限必要な知識を整理しておく。経済の一般均衡モデルにおい

ては N 種類の商品が市場に存在し,取引の最適化が行われた結果として均衡が成立すると仮定す
る。消費者は予算制約のもとで効用を最大化し,生産者は利潤を最大化する方向で行動を行う。こ
れらの主体のおいて,均衡条件を満足する状態で市場価格,すなわち均衡価格が形成される。均衡条
件とは,すべての商品について需要と供給が同じであり,各産業については規模に関する収穫不変
が成立する場合には,利潤はゼロとする仮定である。
一般均衡モデルにおいては,消費者の初期保有だけを仮定する純粋交換経済や,初期保有と需要
および生産を分析に組み入れた生産を含む経済モデルが設定可能である。
純粋交換一般均衡モデルにおいてはN種類の商品があり,これらの価格はベクトルp = (p1, p2, ..., pN )

で表現される。Wi, (i = 1, 2, .., N)は消費者の私有する財 iに関する初期保有を合計した経済全体
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における所与の量であり, ξi(p), i = 1, 2, ..., N は市場の需要関数である。この需要関数はに関して
0次同時であり,すべての価格を 2倍にすると所得も 2倍になるので,物的需要量は不変であると仮
定する。
需要関数は価格ベクトルに関して 0次同時であるので,価格を正規化し合計が 1とする。

N∑

i=1

pi = 1 (1)

これにより,商品の価格ベクトルは基本単体の上の点で表される。
もう 1つの仮定としてワルラスの法則,すなわちあらゆる価格において市場需要の総額はその経
済の賦与量の価値額に等しいとする。式で示せば,次のようになる。

N∑

i=1

piξi(p) =
N∑

i=1

piWi, i = 1, 2, ..., N (2)

別の表現では,市場超過需要の総額はゼロになるとする,次の表現になる。

N∑

i=1

pi[ξi(p) − Wi] = 0, i = 1, 2, ..., N (3)

このような仮定のもとで,純粋交換モデルの一般均衡は

ξi(p∗) − Wi ≤ 0, i = 1, 2, ..., N (4)

となるような価格の組み合わせ p∗i が存在することとして与えられる。特に価格が正の場合には,等
号が成立する。

2.2 税制や関税導入への応用事例

これまで,さまざま分野に応用一般均衡分析が適用されてきたが, ショーブンとウォーリーによ
る,これらの研究の要約が有用である。初期の研究はショーブンとウォーリーによりなされ,アメリ
カやイギリスにおける資本所得税,法人税,資産税,所得税などに関する導入や廃止などの影響を議
論している [18]。更にウォーリは, Piggottとの共同研究でイギリスにおける内国税と補助金の制
度変更の影響を示している [19]-[22]。
このほかに以下のような研究がなされていることが,ショーブンとウォーリによりまとめられて
いる。Ballentine and Thirskはカナダにおける地方財政支出,法人税,資産所得税,連邦所得税,住
宅補助金に関する政策の変更の影響を分析している [23]。 Kellerはオランダにおける消費部門に
おける限界税率の変更による影響を, 内国税との関連で分析している [24]。Piggottはオーストラ
リアにおける内国税と補助金の廃止と,これを一般的な租税に置き換える影響を分析している [25]。
Slemrodはアメリカにおける税制を完全に物価スライドにする影響を,特に所得階層ごとに与える
影響から分析している [26]。Serra-Pucheはメキシコにおける消費型付加価値税を導入することに
よる影響を, 他の所得税,関税などとの関連で議論している [27]。
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これらの研究においては,一般的に関心のある分析対象について, やや精密なモデル化を行って
いる。すなわち,生産関数の形の違いや, 生産物や家計所得階層の分割の精度 (個数)などの違いが
ある。生産関数については,コブダグラス型の生産関数や CES生産関数, 2段階 CES生産関数など
が使い分けられている。産業部門については, 少ない分割数では 4部門があり,一番多い場合には
19部門まで採用され大きな幅がある。また所得階層についても, 2階層に簡単化する分析から, 12
所得階層の導入までの幅が存在する。
次に同じくショーブンとウォーリーの先行研究のまとめをもとにして,貿易など国際的な応用一
般均衡モデル分析の応用事例を整理する。これらのモデル分析は大きく分けて,複数の国の経済を
組み入れた多国モデルと, 1つの国の輸出・輸入から分析した一国モデルとに分類されている。多
国モデルと一国モデルとの違いは,貿易に関して参加するすべての国の生産と需要を区別するかど
うかにある。多国モデルが国の間の政策の違いを分析することが目的であるのに対して,一国モデ
ルでは当該国の貿易政策にだけ関心があるため,自国以外は 1つの輸入供給関数と輸出需要関数で
モデル化している。そのため,多国にかかわる関税同盟や貿易自由化などの政策を分析するには,多
国モデルが適している。
同様のことが生産と需要の関数の定義に表れており, 特に多国モデルにおいては,それぞれの国

に異なる生産・需要関数を設定する解析例も少なくない。更に,生産される商品についても,国によ
り異なる生産物であると仮定する場合と,国による違いは存在しないとする仮定とが混在している。
多国モデルにおける分析の対象としては,関税の導入・廃止,各国の経済成長の影響,石油価格と
エネルギー供給の影響,内国税の変更などの影響が分析されている。一国モデルにおいては,内国税
と関税の導入・廃止の影響や,関税を輸入と輸出に区分して導入する影響などが議論されている。
多国モデルに関してMiller and Spencerはイギリスと当時の EECとの間での関税の廃止の影響
を分析している [28]。Gunning, Carrin and Waelbroeckは各国の経済成長や石油価格などが,低開
発国に与える影響を分析している [29]。Deardorff and Sternは関税に関する東京ラウンドの提案
内容を分析している [30]。Manne and Preckelは石油価格の上昇が工業先進国に与える影響を分析
している [31]。Whalleyは当時の EECと日米との間での関税および内国税の変更の影響と, 世界
経済から見た場合の北と南における関税の障壁問題と改定問題を議論している。
一国モデルに関して Boadway and Treddenickはカナダにおける内国税の関税を同時に廃止する

影響を分析している [32]。Dervis, de Melo and Robinsonは輸入関税の設定と輸出補助金の導入の
影響を分析することから, トルコの通貨危機を解明している [33]。Dixon, Parmenter, Sutton and
Vincentはオーストラリアにおける輸入関税の引き上げの影響を分析している [34]。
このほかに,日本における応用一般均衡分析を用いた政策評価についても知られているが,その
多くが著書として出版されており, モデルを新しく提案するよりは,既存のモデルや,この拡張がな
されている [5]。

2.3 日本における交通整備分析への応用

日本における応用一般均衡分析については,前節で述べた経済分析への応用の他に,交通整備分
析への応用がある。この分野は,その性格から土木関係の研究者による成果が多く,また地域の道路
整備などを対象としたものがほとんどである。いくつかの特徴的な研究が存在するが,その方法論
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は大きく分けて, 2つのものに分類できるであろう。
(1) 土地利用・交通モデルと産業連関分析の統合 [6]-[8]
都道府県レベルでの産業連関表の作成が行われるようになった初期において,一般均衡分析の 1

つの分野である CGE(Computable General Equilibrium)が適用され,産業連関表を直接的に利用
してパラメータを推定することがなされている。しかしながら,圏域全体の分析では,特定の道路建
設の波及効果分析ができないとの問題点が発生し,これを解決する方法論として,土地利用・交通モ
デルが広く用いられるようになってきている。これは,交通網の整備により土地利用がどのように
進むかを,行動主体のミクロ的な立地行動を表現する方法であり,最終的には調整された土地利用
の均衡点を見出すものである。しかしながらこの方法は,一方では土地や道路など不動産に直接関
連する分野だけのモデルであり,他の産業部門や労働セクターへの影響が反映されないことが問題
とされている。これを解決する方法として,このような土地利用・交通モデルを,産業連関分析と
結合する方法が提案されている。具体的には,伝統的な応用一般均衡分析の中において,要素につ
いて資本と労働にならんで土地投入を分離し,不動産部門を特別に注視すること,中間投入となら
んで交通手段による移動を,トリップという形で導入することである。このトリップによる投入は,
産業部門におけるモデルと同様に, 家計消費の最適化モデルにおいても導入されている。
(2) 地域間の交易量の推定を用いた均衡分析 [9]-[11]
第 2番目の方法論は土地利用交通モデルを産業連関表分析と結合する場合に,Whalleyらによる
世界交易モデルを地域間交易モデルとして拡張したものである。これにより明確に,産業連関表の
構造を利用する方法として,圏域を数個に分割して,これらの地域の間の地域産業連関表と,地域間
の交易量を推定する方法が提案されている。この方法の利点は,余分なパラメータの推定のプロセ
スを省略することを,繰り返し計算により代替していることである。計算結果による収束が確認さ
れることにより,隠れたパラメータやモデルが同時に包含される点にある。地域間の交易は,資本
すなわち生産者と,労働すなわち消費者が利益・効用を最大化すること,およびこれを仲介する輸
送業者の最適行動を,モデルとして含ませている。産業と労働は,地域ごとに別の産業分野,労働分
野として取り扱われるが,基本的には投入と産出の行動モデルにおける最適化から,解が示される。
家計に関しても,予算制約のもとで,効用を最大化する選択を行う。特徴とされるのは,これらの生
産と消費を空間的に仲介する輸送業者の行動も,最適化のモデルに含まれいていることである。
(3) その他住宅市場における分析応用 [12][13]
以上のように,日本においては,道路建設に代表される公共事業の評価に応用一般均衡分析を応
用することがなされ,モデルの拡張がなされている。しかしながら,米国などでは,税制の導入の評
価や関税などの分析に適用される次期が過ぎてからは,これ以外の分野への応用は活発とは言えな
い。このような中で,住宅建設における立地住居選択のモデル分析に,応用一般均衡を用いる研究
が報告されている。このモデルでは, 住宅の生産と販売需要だけであり,政府や自治体などの部門
は含まれない。住宅建設の企業は建築材料を投入の要素として生産を行い, 家計は住宅に質や価格,
および勤務先までの距離などを制約条件や効用関数の変数として,行動を最適化する。このような
分析により, 建築材料の要素価格の均衡点が得られる。同様の方法は,複数のデパートの間にフロ
ア設計などの問題に,応用可能であると思われる。しかし,分析結果の応用や意味づけについては問
題が残ると言える。
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3 応用一般均衡モデルの導入

3.1 2財 2要素 2人モデルと税の導入

応用一般均衡の理論を用いて基盤整備に対する政策評価を実施するための方法論について述べ
る。いま日本において N = 24の産業を仮定し,所得階層に分かれたM = 18の家計, 労働と資本
の 2要素からなる,いわゆるN 財 2要素M 人の経済について政策シミュレーションを行う。モデ
ルとしては, N 財 2要素M 人モデルを基本として, これに税の導入を行った場合の政策を評価す
る。すなわち,特定の産業部門の税率を低下させたり補助金を増加したときにそれぞれのセクター
の産出がどの程度増加するかを見積もり,その政策に実効性があるかどかを判断する。このために,
最初に現在の状況を与えておいて,この中でいくつかの項目 (以下では政策パラメータと呼んでお
く) を変化させたあとの均衡状態を求める。政策パラメータの変更による産出額などの数値変化が
大きいと,その政策は有効であることが期待できる。このような政策変更のパターンは,いくつかの
政策パラメータを同時に動かすことが多いし,その背景となる主張点がある。
以下では数式による説明を行う前に,税収を入れた場合の均衡解分析の概要を説明しておく。政府

により各種の税金が徴収され公共支出がなされるとき,競争社会において価格享受者 (price taker)
である経済主体 (生産者や消費者)は,価格だけをパラメータとして行動するのではなく,政府の徴
収する税金,あるいはその処分に影響を受ける。公共支出は消費者への移転所得として使用され,そ
の配分が固定されていると仮定すると,合理的な消費者は,財や生産要素の価格だけではなく,移転
支出を得るために政府が見積もる予定税収を加えた,いわゆる拡張された価格に基づいて行動する
であろう。
財・生産要素の税抜き価格 p1, p2, ..., pN , w, r と予定税収 T がある値に決まっていると仮定する。

政府は,予定税収に従って移転支出を行う。消費者は, 生産者価格だけでなく,これらの移転支出を
加算した税引き後所得と税込みの財価格をもとに,自分の効用を最大化する行動をとる。これによ
り, 財の需要と同時に,供給を決定する。このような経済主体の個々の行動の結果として,政府の税
収 T+ が決まり超過税収 ET = T+ − T が発生する。すべての経済主体の財・生産要素の,需要別
と供給別に集計をとったものから,それぞれの超過需要が決定される。それぞれの価格に対して超
過税収を含む拡張された財の超過需要および要素の超過需要が求まるので,これらの合計がゼロと
なる要素価格が均衡価格である。
消費者の公的移転所得 (政府からの移転支出)は予定税収と等しいので, 経済全体で観察すると,

次の式が成り立つ。
要素所得の総額+予定税収=消費者の負担総額+財の需要総額
財の供給総額=生産者の負担総額+要素支払いの総額
これらをまとめて,差額という視点から整理すると

超過需要総額+要素の超過需要+超過税収=0
ここで,財の超過需要総額,要素の超過需要総額,超過税収は,次により定義される。
財の超過需要総額=財の需要総額-財の供給総額
要素の超過需要総額=需要総額-要素の供給総額
超過税収=徴収税収-予定税額
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3.2 税を含む均衡分析の解法

生産過程において, 2つの生産要素,すなわち,資本 K および労働 Lしか投入とする。市場のメ
カニズムによって,生産者と消費者は, それぞれ,利潤最大化および消費の効用最大化を求める。こ
のなかで, その 2要素の要素価格をそれぞれ, w(労働価格),および r(資本価格)とする。
財の生産 (CES型生産関数)

最初に,生産財 j(j = 1, 2, ..., N)の生産について CES型生産関数を仮定した場合には, 第 j 産業
部門の産出Qj は次のようになる。これらの式に含まれるパラメータは,以下のようになっている。
γj :生産財 j についての生産の規模パラメータ
δj :生産財 j における生産要素のウェイトパラメータ
σj :要素 j の代替の弾力性

Qj = γj [δjL
−ρj

j + (1 − δj)K
−ρj

j ]−1/ρj (5)

ただし, ρj = (1− σj)/σj として定義している。企業は規模に対して収穫一定の技術条件のもとで,
需要に見合うだけの生産を行う。
第 j産業における労働税率と資本税率を τLj , τKj とする。これに対して 1単位の産出あたりの費
用 (最小化要素需要)を求めることによってQj(商品 jの生産量)で, Kj と Lj(投入された資本およ
び労働)の関係式を得る。すなわち, この産業の産出 1単位当りの粗要素費用であるw(1+ τLj)Lj +
r(1 + τKj)Kj を最小にする労働と資本の派生需要は,次のようになる。

DLj =
Lj

Qj
=

1
γj

[δj + (1 − δj)[
δjr(1 + τKj)

(1 − δj)w(1 + τLj)]
]1−σj ]1/ρj (6)

DKj =
Kj

Qj
=

1
γj

[δj [
(1 − δj)w(1 + τLj)

δjr(1 + τKj)
]1−σj + (1 − δj)]1/ρj (7)

財の生産 (コブ・ダグラス型生産関数)

なお, CES生産関数に含まれるパラメータ σj の推定が, 日本の産業においては一般的に困難で
あることから, コブ・ダグラス型生産関数を用いることが望ましいことが指摘されている [5]。した
がって本論文では,以下に示すコブ・ダグラス型生産関数を仮定する。この場合には, 第 j 産業部
門の産出 Qj は次のようになる。

Qj = γjL
δj

j K
1−δj

j (8)

コブ・ダグラス型生産関数に対して, この産業の産出 1単位当りの粗要素費用であるw(1+τLj)Lj +
r(1 + τKj)Kj を最小にする労働と資本の派生需要は,次のようになる。

DLj =
1
γj

[
δjr(1 + τKj)

(1 − δj)w(1 + τLj)
]1−δj (9)

DKj =
1
γj

[
(1 − δj)w(1 + τLj)

δjr(1 + τKj)
]δj (10)

第 j 産業で生産される第 j 財の需要をQj とすると,生産技術の 1次同次性を仮定した場合には,
財 j の価格 pj は, 1単位の産出量を生産するための費用に等しい。税を入れた場合には,労働と資
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本の税込価格 (利用者価格)は, それぞれ, w(1 + τLj), r(1 + τKj)となる。したがって労働とその税,
資本とその税および,中間投入を考慮した場合の関係式から,次が得られる。

pjQj = w(1 + τLj)Lj + r(1 + τKj)Kj +
N∑

i=1

piaijQj (11)

ただし,A = [aij ]は,産業連関表における投入係数行列である。これを投入係数行列 Aを用いて簡
潔に表現すると,次のようになる。

(p1, p2, ..., pN ) = (b1, b2, ..., bN )[I − A]−1 (12)

bj = w(1 + τLj)DLj + r(1 + τKj)DKj (13)

なお,一般に生産財の商品分類と消費財の生産分類とは異なっているので, 変換行列 C = [cij ]を用
いて,生産財の価格から消費財の価格へと変換する。

(q1, q2, ..., qJ) = (p1, p2, ..., pN )C (14)

ここで qj , j = 1, 2, ..., J は税金を含まない消費財 iの消費者価格である。行列 C の第 j 列は,第 j

消費財を 1単位供給するに必要な第 1から第N までの生産財の数量に対応する。
更に,消費財に消費税 τS がかけられる場合には, 消費財の価格は qm から qm(1 + τS)へと増加
する。
移転をともなう家計の行動
また,消費者 (第m家計)の所得税額 Zm は次のようになる。

Zm = τY m(wLLm + rKKm − F ) (15)

τY m と F はそれぞれ,限界税率と課税最低水準である。
また,消費者の効用関数を,次のような形であると仮定する。piは商品 iの価格であり, Ximは第

m消費者についての消費財 jへの商品需要であり, LLm,KKmは 2つの生産要素の初期保有 (家計
あたり)である。

Um = [
M∑

i=1

(αim)1/μm(Xim)ρm ]1/ρm , ρm = (μm − 1)/μm,m = 1, 2, ..., M (16)

次のような制約条件を仮定して消費者mの効用Umを最大化する 1階の条件から, 需要関数Xim(.)
が得られる。

J∑

i=1

qiXim = wLLm + rKKm − Zm + tm (17)

Tm =
M∑

m=1

tm, Tm = θmT,

M∑

m=1

θm = 1,

M∑

m=1

Tm = T (18)

この条件の下で消費者は効用 Umを最大化にする。ただし, tm, Tm は,それぞれ消費者mへの政府
から家計世帯あたりへの移転所得と,この家計階層全部の合計であり, θm はその家計階層mへの
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移転額が全体 T に占める率である。これにより,消費者の需要関数が計算される。

Xjm =
αim(wLLm + rKKm − Zm + tm)

qμm

i (
∑M

j=1 αjmq1−μm

j )
(19)

第m所得階級 (第m家計)の世帯数を dmとすると,消費財の国全体における消費需要は,次により
与えられる。

Xj =
M∑

m=1

dmXjm (20)

この数値は消費財の表示であるので,これを生産財表示に変換する。

X∗
i =

N∑

j=1

cijXj , i = 1, .2, ..., M (21)

更に,この消費需要に政府と対家計民間非営利団体の最終消費支出 FGj , FPj を加えて,更に輸出需
要 EXj を加えて, 輸入MPj を引いて最終需要 (数量表示)が求められる。

Fj = X∗
j + FGj + FPj + EXj − MPj (22)

生産財に対する最終需要がこのように決まるので,それぞれの産業において生産すべき産出量 Qj

は,次の示す式で与えられる。

(Q1, Q2, ..., QN )T = [I − A]−1(F1, F2, ..., FN )T (23)

生産財の産出量が決まるので,産出 1単位あたりの要素需要DLj , DKj をかけて,この産業 jにおけ
る要素需要 Lj ,Kj が次のように決まる。

Lj = QjDLj ,Kj = QjDKj (24)

また,これらの要素需要を合計したものが,経済全体の労働と資本の総需要LD =
∑

Lj ,KD =
∑

Kj

である。
政府の税収とその移転
一方,政府側の租税の総税収を Zg とすると,次の関係が得られる。

ZG =
N∑

j=1

M∑

m=1

τTjqjXjm +
N∑

j=1

τLjwLj +
N∑

j=1

τKjrKj +
M∑

m=1

τY m(wLLm + rKKm − F )dm (25)

ここで, Xjm は,前に関係式を導出した第 m消費者の第 j 商品を購入する量である。パラメータ
τTj は生産財にかかる消費税であり,簡単のため消費財と同じ税率で一定値としておく。さらに消
費者への移転支出を想定し,消費者mが受け取る移転額を Tm とすると,超過税収 λG は以下のよ
うに計算される。

λG = ZG −
M∑

m=1

Tm, Tm = tmdm (26)

要素超過需要の集計
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また,生産と家計における要素超過需要関数を,それぞれ, λL, λK とすると,以下のようになる。

λL =
N∑

j=1

Lj −
M∑

m=1

LLm (27)

λK =
N∑

j=1

Kj −
M∑

m=1

KKm (28)

ワルラス均衡条件から,次が満足される必要がある。

λG + wλL + rλL = 0 (29)

さらに計算時において,均衡価格を w + r + T = 1のように正規化しておく。このようなモデル化
のもとで, すべての超過需要関数がゼロになるような w, r,および T を求めることになる (説明を
簡単にするために税を除いて示す)。
計算のアルゴリズム
このモデルの均衡価格を計算する具体的手順は,以下のようになる。

(1) 初期値
解析は単体の両端からスタートすることが可能である。したがって, r = 1, w = 0 あるいは

r = 0, w = 1のいずれかの点での計算を行う。
(2) 費用最小需要の計算
最初に,財の産出を 1単位と仮定しておく。

Lj/Qj = lj(r, w, 1),Kj/Qj = kj(r, w, 1)j = 1, 2, ..., N (30)

により費用最小化需要を求める。
(3) 財の価格の計算
利潤ゼロの条件から,財の価格を r, wの関数として求める。

pj(r, w) = wlj(r, w, 1) + rkj(r, w, 1) (31)

この式により pj(r, w)を推定する。
(4) 個人消費需要の計算
個人消費需要を求める。

Xjm = Xjm(pj(r, w)), j = 1, 2, ..., N, m = 1, 2, ..., M (32)

この式によりXjm を推定する。この需要の家計mについての合計をXj とする。

Xj(r, w) =
M∑

m=1

Xjm(r, w) (33)

(5) 財の産出数量の計算
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個人需要Xj および最終需要項目 Fj からの需要合計 Yj から, 需要を満たす財の産出数量 Qj を
求める。

Qj(r, w) = [I − A]−1Y, Y = Xj + Fj , j = 1, 2, ..., N (34)

この式により Qj を推定する。
(6) 要素の派生需要の計算
要素の派生需要を求める。

Lj(r, w, Qj) = lj(r, w) × Qj(r, w),Kj(r, w, Qj) = kj(r, w, 1) × Qj(r, w) (35)

この式により Lj ,Kj を推定する。
(7) 超過需要の計算
生産要素の超過需要 Ew, Er を求める。

Ew =
2∑

j=1

Lj −
2∑

k=1

LLm, Er =
2∑

j=1

Kj −
2∑

k=1

KKm (36)

この超過需要を用いて,頂点のラベルを計算し除去する頂点を決める。

3.3 各種パラメータの計測について

ここまで,応用一般均衡モデルの基本的な考え方やその具体的な計算方法を説明してきた。また,
これまでの応用事例を説明し,応用一般均衡分析が税制の比較分析などに適用されてきたことを示
した。しかしながら,モデル分析を行うためには,そのモデルに使用される各種のパラメータを推定
する必要があり,公表されている統計データなどを用いて,計算する作業をともなうことになる。
実際には,応用一般均衡分析を経済政策の比較分析に応用する場合には, このような各種パラメー
タの推定作業に,多大な時間と労力を投入することが必要となる。その最も大きな理由が,国の経済
や貿易に関する説得力のあるデータを示すには,その基本となるモデルが正しいことが前提となっ
ていることにある。本論文の最初の部分で述べたように, モデルのパラメータの推定値の正当性や,
完全雇用などの仮定は, 応用一般均衡分析を進める場合の基本となるものであり,この前提条件を
できるだけ整備しておくことが求められる。
しかしながら,さまざまな制約から,モデルのパラメータの推定値の正当性を保証する作業を行

う余裕はない。したがって,以下では, 各種パラメータの推定方法を述べると同時に,やや簡便な方
法で推定した値を述べるにとどめておく。
生産と消費
産業連関表においては産業間の取引を 1つの表にまとめられており, この産業分類を,そのまま

応用一般均衡分析に用いることが可能である。例えば 24部門に分類して,これらの産業ごとのデー
タを収集することになる。また産業は,生産技術仮定の説明で述べたように,本来は主要生産物と副
次生産物との両方を生産しているが,応用一般均衡分析においては,このような差異は意味がない
ので,産業とその生産財は 1対 1に対応すると仮定しておき,産業分類が 24セクターの場合には,
生産財の分類も 24種となる。
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一方,消費財については生産財から除外される商品も含まれるので,やや異なる分類がなされる。
例えば,食品,たばこ,衣類, 家具など, 1つの産業から生産されるものがやや細分されたり, 医療,教
育など産業分類にはないものを定義している。このように定義された生産財と消費財について,そ
の数量を推定する必要がある。これには「国民経済計算年報」や「家計調査年報」などの公表デー
タが利用可能である。
消費者の所得である,いわゆる家計についての統計は,「家計調査年報」により公表されており,

18の所得階層ごとの平均所得と世帯数世帯人数が記載されている。
税金の分類
資本税は企業に課税される税金であり,これには直接資本税と間接資本税とがある。このうち直
接税資本税は法人税,法人住民税など企業の収益に直接関連しており, 間接資本税は固定資産税や
事業所税など産業活動について間接的に課税される。これらのデータは「国税庁統計年報」や「地
方財政白書」などの,公表されている資料から入手することができる。しかしながら対象が公的企
業である場合には収支差額を用いる必要があることや,個人企業の場合には,資本所得と労働所得
を分離する必要があるため,「国民経済計算年報」を用いて調整することがなされる。
労働税は,雇用者への社会保障負担のために企業が払う税金である。その基礎データは,「社会福
祉統計年報」や「労働者雇用福祉施設制度等調査報告」に記載されている。しかし自営業者が自身
のために負担する金額や, 産業の間における数値の不整合調整するため,「国民経済計算年報」など
が併用される。
生産物税は,物品税や揮発油税酒税など,国が定めた課税対象の物品に課される税である。この

ような性質から,生産財に関して一定ではなく, 石油,石炭については極めて高率な税が課され,た
ばこや食品なども税率が高い。更に,政府から企業に支出される各種の補助金は,マイナスの生産物
税として計上される。このため,第 1次産業についてはこの補助金が大きな比重を占めているので,
マイナスの税率となる。
輸入税は,いわゆる関税である。この基礎的なデータは「国民経済計算年報」に記載されている
が,「産業連関表」に記載されている輸出入の数値との乖離がある場合には, 相互に参照して調整が
なされる。
個人所得税は個人が国に支払う所得税や,自治体に支払う住民税である。この税の基本的なデー

タは,公表されている「所得再配分調査」から得ることができる。しかし個人の所得は, いわゆる
サラリーマンなど単一の収入源 (雇用者所得)だけの家計ばかりではないので,事業所得,農業所得,
財産所得などがある。一方,労働者に対して政府から支払われる社会保障費など公的あるいは私的
な移転所得を合計する必要がある。そのため,「国民経済計算年報」「全国消費者実態調査」「社会
保障年報」「貯蓄動向調査」などを併用して,調整する必要がある。なお,この個人所得税について
は,応用一般均衡分析において課税する対象が変数を含んで変動するので,関数の形で整理してお
くことが望ましい。このため,線形関数を含めていくつかの提案がなされている。
その他の直接税は,個人が支払う自動車税など,生活に関連して支払う税である。このデータは

「家計調査年報」から入手することができる。
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3.4 効用関数と生産関数のパラメータ推定

次にモデルを確定するには,消費者の効用関数とこれにともなう需要関数のパラメータ,産業にお
ける生産関数およびこれに付随する要素需要関数のパラメータ推定を行う必要がある。すなわち,
現実に観測されるデータからこ,れらの関数が適合するように,パラメータを推定する作業が必要
となる。
パラメータの推定方法には 2つの種類があり, 1つはカラブレーション (calibration)による方法
であり,観測される現在の状態を現実の経済の 1つの均衡状態とみなしてパラメータを決定論的に
推定する方法である。この方法においては,関数の変換などを用いて分かりやすい形に変形するな
どの手段が用いられる場合もあるが,基本的には関数の形状を仮定して,これに現実の観測データ
の当てはめた場合に,最も望ましい数値を推定することが基本となる。
効用関数と生産関数のパラメータ推定のもう 1つの方法は,直接的に観測データから数値を推定
する方法であり,外性的な弾力性の値の選択とも呼ばれている。すなわち,産業ごとの賃金率と 1人
当りの産出量のデータが得られるので,多数の国において生産関数の形が不変であると仮定し,同
一の時刻における計算のためのデータ横断的データを収集し,できるだけ関数の形に適合するよう
にパラメータを推定する方法である。この場合, 労働の限界生産力が賃金率に等しいとする産業の
費用最小化問題の条件を用いている。しかしながら,この方法では,生産関数の形状や計算方法,あ
るいはデータの取り方により,推定値に大きな差異が発生するなどの問題が指摘されている。同様
に家計の需要関数についても同様の推定方法が適用可能である。商品をいくつかのグループに分け
てこれらのグループごとにパラメータの推定を行う。多くの推定事例では標本平均からの推定が行
われるが,時系列データから計算して推定の精度を高めた事例もある。しかしながら,ショーブンと
ウォーリの著作でも指摘されているように,このようなモデル設定を計量経済学的に証明すること
は容易ではなく,パラメータ選択のバリエーションがあることに注意する必要がある [22]。
外生的な推定にともなうこのような面倒な議論を避けるため,以下では第 1番目のカラブレーショ

ンによる方法を用いる。最初に,生産関数のパラメータ推定について述べる。
生産関数のパラメータ推定
本論文では推定できるパラメータの制約からコブ・ダグラス型生産関数を仮定している。この生

産関数に含まれるパラメータの推定は, 生産財の付加価値を用いて行われる。生産財 j の付加価値
V Aj は,次のように表現される。

V Aj = γjL
δj

j K
(1−δj)
j , j = 1, 2, ..., N (37)

ここで γj , δj は,ぞれぞれ規模パラメータ,シェアパラメータである。要素税抜きの労働価格と資本
価格に対して,第 j産業においてかけられる労働税率と資本税率を τLj , τKj とする。これにより,産
業の直面する税込みの要素価格は,それぞれ, w(1 + τLj), r(1 + τKj) となる。
一定の大きさの付加価値を得るための粗要素費用の最小化の条件より,付加価値関数のシェアパ
ラメータについて,次の関係が求まる。

δj =
rL

1+ρj

j

[(1 + τLj)wLj + (1 + τKj)rKj ]
(38)

更にパラメータ γj は,各産業における利潤ゼロの条件,すなわち付加価値額が粗要素費用に等しい



経　済　学　研　究　　第 75 巻　第１号

－３８－

ことから,次のような関係式を用いて求められる。

γj =
(1 + τLj)wLj + r(1 + τKj)rKj

L
δj

j K
1−δj

j

(39)

効用関数,需要関数のパラメータ
消費者の効用関数,需要関数のパラメータには,商品 iと家計mについてシェア・パラメータ αim,

消費における代替の弾力性 μm があるが,これらについてもカラブレーションを用いて観測データ
から推定される。これらを精密に推定する方法を適用することも可能であるが, 一般的に,シェア・
パラメータ αimは家計ごとに大きな数値的な差異がないことや, 消費における代替の弾力性 μmに
ついては, 家計ごとに 1つの値をとることを仮定しているので精密な推定があまり期待できないこ
とがある。このようなことを考慮して,本論文では次のような簡便な推定方法を用いている。
まず,シェア・パラメータ αim については家計の支出マトリクスがあるので,これを直接利用す
ることにした。すなわち,第m家計に相当する第m列の要素を合計すると, この家計が消費財 jへ
と支出する比率を与えるので,これをとして用いている。次に,消費者の行動についての各種の調査
が利用可能であるとの前提で, 消費財についての価格弾力性についての家計の認識度を, 消費にお
ける代替の弾力性 μm として用いた。まず, 推定を導出する式を示す。いま,家計mの消費財 iへ
の価格弾力性は,財 iの購入数量をXim, 価格 pi をとすると,次の式で定義される。

(
ΔXim

Xim
)/(

Δpi

pi
) � (

∂Xim

∂pi
)(

pi

Xim
) (40)

この式を, 前に導出した家計mが消費財を購入する最適量を示す式 (20)に適用すると, 次のように
なる。まず需要関数については,予算制約のもとで,それぞれの商品 iについて次の式が導出される。

Xim = αimI/(pμm

i

∑

j=1

αjmp
(1−μm)
j ), i = 1, 2, ..., N (41)

ただし I は家計の所得である。需要関数を微分すると,次のような関係式が得られる。

∂Xim/∂pi = −μmαimIp−μm−1
i (

N∑

j=1

αimp1−μm

j )−1−αimIp−μm

i (
N∑

j=1

αimp1−μm

j )2(1−μm)αimp−μm

i

(42)
この式から,価格弾力性は次のように計算できる。

(∂Xim/∂pi)(pi/Xm
i ) = −μm − [αim(1 − μm)]/[p(μm−1)

i

∑

j=1

αjmp
(1−μm)
j ] (43)

(∂Xim/∂pk)(pk/Xm
i ) = [αkm(1 − μm)]/[p(μm−1)

k

∑

j=1

αjmp
(1−μm)
j ] (44)

更に,すべての価格は1に等しいと仮定され,また財へのシェアパラメータの合計は1であり
∑

i αim =
1と仮定すると, 次のように簡単化できる。

(∂Xim/∂pi)(pi/Xim) = −μm − αim(1 − μm) (45)

(∂Xim/∂pk)(pk/Xim) = −αkm(1 − μm) (46)
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この式は同時にシェアパラメータが小さい場合には, 次のように近似できる。

(∂Xim/∂pi)(pi/Xim) � −μm (47)

(∂Xim/∂pk)(pk/Xim) � 0 (48)

これらの式から,パラメータ μm は推定される。

4 日本モデルへの適用

4.1 各種データの収集について

以下では,これまで述べてきた応用一般均衡分析の手法を用いて, 日本における政府による情報
政策の実施の有効性を分析する例題をとりあげる。すなわち多数存在する産業の種類を整理してそ
の産業の属する N = 24の産業部門を仮定する。また,所得階層に分かれたM = 18の家計を仮定
する。これらの仮定のもとで, 労働と資本の 2要素からなる,いわゆる N 財 2要素M 人の経済に
ついて政策シミュレーションを行う。なお,シミュレーションの対象とする年度は,入手可能な産業
連関表のデータとの関係で, 2000年度の日本をモデルとしている。
モデルとしては, N 財 2要素M 人モデルを基本として, これに税の導入を行った場合の政策を
評価する。すなわち,税率などを変化させたときにそれぞれのセクターの産出がどの程度増加する
かを見積もり,その政策に実効性があるかどかを判断する。このために,最初に現在の状況を与えて
おいて,この中でいくつかの項目 (以下では政策パラメータと呼んでおく) を変化させたあとの均衡
状態を求める。政策パラメータの変更による産出額などの数値変化が大きいと,その政策は有効で
あることが期待できる。このような政策変更のパターンは,いくつかの政策パラメータを同時に動
かすことが多いし,その背景となる主張点がある。
表 1には 24の産業部門と,その部門に所属する産業を示している。また家計が消費するいわゆる
消費財は産業が生産する生産財とは分類が異なっている。そのためどの産業部門がどの消費財を適
用するかという変換の表が準備される。表 2にはこの例を示している。

表 1. 産業部門の番号と所属する産業分類

部門番号 所属する産業 部門番号 所属する産業
1 農林水産業 13 輸送機械
2 鉱業 14 精密機械
3 食品・飲料・たばこ 15 その他の製造業
4 繊維 16 建設業
5 パルプ・紙 17 電気・ガス・水道業
6 化学, 18 卸売り小売業
7 石油・石炭製品 19 金融・保険業
8 窯業・土石製品 20 不動産業
9 一次金属 21 運輸・通信業
10 金属製品 22 サービス業
11 一般機械 23 政府サービス
12 電気機械 24 対家計民間非営利サービス

.
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表 2.消費財の分類と番号
部門番号 所属する消費財 部門番号 所属する消費財

1 食品 10 家具
2 非アルコール飲料 11 家庭器具
3 アルコール飲料 12 寝具類・家計雑貨
4 たばこ 13 医療
5 衣服 14 運輸
6 履物 15 通信
7 家賃 16 レクリエーション・文化サービス
8 光熱費・水道料 17 教育
9 家具 18 書籍・新聞

4.2 産業別の粗要素費用

以上のことを前提として,以下では作成したデータを示していく。まず産業別の粗要素費用を推
定することが必要になるがこれを精密に実施するためには多大な労力を要することと容易には入手
できないデータも存在する。具体的には, まず,国民経済計算においては,政府と対家計民間非営利
団体の営業剰余はその性格からゼロと見なされているが,しかしながら,産業部門によっては大き
な比重を占める場合が存在する。このようなことを考慮して, いわゆる,公的企業が生み出す営業
剰余を,推定値として与えるための資本所得を与えておく必要性が指摘されている。具体的には,当
該年度の政府の所有する純資本ストックを求めておいて,このストックに対する資本収益率が均等
であると仮定して, 公的企業の帰属する資本所得を推定する。なお,政府は直接税を支払わないの
で,この資本所得がそのまま営業余剰として評価される。このほかに産業部門ごとの営業余剰を基
礎データから積み上げる作業においては多大な労力を要する。この推定に関連して企業の帰属利子
の推定も必要となる。
このような集計の作業を省略し本論文では直接的に「国民経済計算年報」のデータを用いること

にする。産業の産出に相当する粗付加価値は,営業余剰,雇用者所得, 輸入税を除く間接税から補助
金を引いたものと,固定資産減耗から構成されている。更に,狭義の付加価値は, 粗付加価値から純
生産物税 (すなわち生産物税から補助金を引いたもの) を控除したものになる。本論文では,この基
礎データとして「国民経済計算年報」の第 1部付表 17「経済活動別の国内総生産・要素所得」を
用いることにする。これらをまとめたものが,表 3である。

表 3.産業別粗付加価値 (営業剰余,雇用者所得など)の推定 (単位:10億円)

部門 営業剰余 雇用者所得 間接税等 固定資本減耗 部門 営業剰余 雇用者所得 間接税等 固定資本減耗
1 8578.8 2023 326.6 1904 13 31863.2 6294.1 1045.3 2329.7
2 623.2 411.2 72.8 195.3 14 2203.5 1233.9 145.1 231.6
3 22573.6 5344.8 4094.3 1534.3 15 26176.1 11574.9 1443.1 2412.3
4 1478.2 1023.7 166.1 144.2 16 46867.8 28694.7 2129.6 4279.5
5 6220.4 1508.8 340.9 649.1 17 14312.3 3363.3 1507.8 5236.4
6 20038.7 3323.8 850.4 2120.6 18 44766.2 43047.7 6776.4 4872.6
7 8936.3 312.7 3313.9 360 19 28212.3 13098.1 -384.4 3625.4
8 5036.0 2293.5 421.4 663.1 20 45876.1 3481.5 3524.8 20432.9
9 18982.8 2974.6 943 1775.8 21 26573.8 20947.7 3103.5 5624.2
10 7408.3 4407.9 534.2 788.9 22 86226.4 61934.5 5590.3 19229.8
11 17043.1 8193.2 928.6 1911.9 23 17181.2 34344.3 69.2 12016.5
12 37388.4 11474.3 1631.8 4747.7 24 3686.9 8311.1 164.8 865.4

なお,あとでのデータの利用の都合を考慮して,最初に資本税率と労働税率の推定を行う。粗資本
所得は使用資本に資本税を加えたもの,すなわち粗資本費用である。つまり付加価値は要素税込み
の生産要素の合計 (粗要素費用の合計)として表される。以上の結果を用いて,最終的に,応用一般
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均衡分析に必要なデータとしてまとめる。すなわち,資本使用と労働使用の形で集計する。この場
合,資本使用は粗資本費用から資本税を引いたもの,労働使用は粗労働費用から労働税を引いたもの
として計算される。表 4には産業別の資本所得と資本税 (法人税,法人住民税など)の推定を集計し
たデータを示している。これらの集計には,付録 Aに示す表 A1.民間企業の支払う直接税, 表 A2.
生産物税, 表 A3.個人企業における資本所得と労働所得を用いている。

表 4.産業別の資本所得と資本税の推定 (単位:10億円)

部門 資本所得 資本税 部門 資本所得 資本税
1 8719.7 363.9 13 30244.7 1655.0
2 (284.2) 909.3 14 1878.5 347.0
3 18273.4 4473.3 15 24946.6 1962.0
4 1422.4 389.8 16 44774.8 3133.0
5 5809.7 442.9 17 12295.7 2016.6
6 18619.7 1424.2 18 36635.5 9919.1
7 5431.9 3504.4 19 27316.5 895.8
8 4433.5 674.3 20 51859.3 4012.3
9 17510.3 1500.2 21 23058.8 3562.7
10 6787.2 823.1 22 81794.6 6276.2
11 15635.5 1541.9 23 17112.0 69.2
12 34764.8 2649.7 24 3522.1 164.8

次に,産業が支払う労働所得と労働税 (主に雇用者に対する社会保障負担)について集計する必要
がある。粗労働所得は雇用者所得に等しいので,この数値から労働税を引くことにより, 労働所得,
すなわち労働使用が推定される。あるいは逆に粗労働費用は労働使用に労働税を加えたものであ
る。法人企業の労働所得は表 3に示されている。

表 5.産業別の労働所得と労働税の推定 (単位:10億円)

部門 労働所得 労働税 部門 労働所得 労働税
1 7674.8 560.7 13 5602.2 755.5
2 328.5 87.1 14 1148.4 134.1
3 5282.1 468.6 15 11753.6 1216.5
4 1449.0 251.4 16 28902.4 2157.7
5 1409.4 158.1 17 3134.5 228.8
6 3013.2 322.7 18 43473.4 2794.8
7 277.8 34.9 19 12227.7 870.4
8 2065.9 343.5 20 7124.6 123.4
9 2645.0 391.7 21 19020.4 2043.4
10 4507.6 455.9 22 65657.0 2024.8
11 7669.7 741.3 23 31219.5 3124.8
12 10988.0 545.4 24 7826.0 485.1

表 6.産業の粗資本使用と粗労働使用の推定 (単位:10億円)

部門 粗資本使用 粗労働使用 部門 粗資本使用 粗労働使用
1 3105.9 8235.5 13 3238.4 6357.7
2 1029.6 415.7 14 464.5 1282.5
3 7185.3 5750.8 15 3635.4 12970.1
4 824.8 1700.4 16 5665.0 31060.1
5 1142.7 1567.5 17 6220.9 3363.3
6 4067.3 3335.8 18 26673.2 46268.3
7 5541.9 312.7 19 17200.2 13098.1
8 1114.4 2409.4 20 43062.8 7248.0
9 3067.6 3036.7 21 6796.6 21063.8
10 1770.8 4963.5 22 23703.4 67681.8
11 2132.3 8411.1 23 5469.2 34344.3
12 5567.8 11533.3 24 2468.1 8311.1

このほかに,個人企業の相当分を用いる必要がある。このための付録Aに示す表A3.個人企業に
おける資本所得と労働所得および表 A4.産業別の社会保障負担のデータを用いている。粗労働所
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得から労働税を引いたものが,労働所得である。この結果をまとめたものが,表 5である。また,こ
れらの産業の資本使用 (資本要素)と労働所得 (労働使用)の額をまとめたものを,表 6にように作
成しておく。
以上のようなデータが準備されると生産関数のパラメータである規模のパラメータ γi および弾

性値である δiを推定することができる。本論文の前の節で述べた推定方法を用いると,表 7に示す
ようにパラメータが推定される。

表 7.パラメータの推定

i γi δi i γi i δi γi δi

1 0.726 1.959 9 0.497 3.002 17 0.351 2.527
2 0.288 8.999 10 0.737 2.251 18 0.634 2.378
3 0.445 3.547 11 0.798 2.309 19 0.432 2.104
4 0.673 2.582 12 0.674 2.397 20 0.144 1.646
5 0.578 2.583 13 0.663 2.624 21 0.756 2.257
6 0.451 2.64 14 0.734 2.789 22 0.741 1.963
7 0.053 3.196 15 0.781 2.165 23 0.863 1.623
8 0.684 2.782 16 0.846 1.85 24 0.771 1.823

4.3 家計の行動

家計の行動について,最終的に用いる表をまとめておく。具体的には,労働要素と資本要素の初期
保有,所得税の表, および家計支出行列である。まず表 8には当該年度における家計の所得別の階
級構成と,その階級に含まれる世帯数を示している。

表 8.家計の所得別の階級構成と世帯数

階層番号 年間収入 (万円) 世帯数 (千戸) 階層番号 年間収入 (万円) 世帯数 (千戸)
1 0-200 896 10 600-650 2320
2 200-250 1152 11 650-700 2072
3 250-300 1728 12 700-750 1988
4 300-350 2452 13 750-800 1760
5 340-400 2568 14 800-900 3188
6 400-450 2584 15 900-1000 2236
7 450-500 2772 16 1000-1250 3680
8 500-550 2520 17 1250-1500 1812
9 550-600 2324 18 1500- 1868

家計の要素保有
最終的に家計の要素保有,すなわち税を引く前の労働所得と資本所得である粗労働所得 (移転を
含まない)と粗資本所得を推定する。こららの数値を表 9にまとめて示す。

表 9.家計の粗労働所得 (移転を含まない)と粗資本所得 (単位万円)

家計階層 粗労働所得 粗資本所得 家計階層 粗労働所得 粗資本所得
1 182.7 47.5 10 703.1 97.6
2 313.8 49.5 11 786.4 104.1
3 365.2 56.1 12 835.4 109.9
4 428.1 67.0 13 857.4 115.0
5 453.9 73.3 14 927.5 122.5
6 535.5 76.8 15 1021.3 141.9
7 535.6 78.6 16 1244.7 162.7
8 607.5 83.2 17 1371.0 208.6
9 635.8 90.0 18 2751.6 278.7
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まず粗労働所得の数値の推定には, 付録 Bの表 B1.家計別の雇用者所得,事業所得,農業所得の推
定, 表 B2.家計の財産所得の推定,表 B3.家計の帰属家賃の推定を用いている。この数値からは社
会保障負担費は引いていない。また,粗資本所得に推定には表 B1.家計別の雇用者所得,事業所得,
農業所得の推定, 表 B2.家計の財産所得の推定,および表 B3.家計の帰属家賃の推定を用いている。
家計別の移転所得
次に,それぞれの家計階層の世帯が受け取る移転所得について推定する。家計の受け取る移転所

得は,拠出年金,福祉年金・恩給,医療給付, その他の公的給付の, 4つの公的移転所得と,私的給付
にあたる私的純移転所得からなる。これらのデータは,「社会保障統計年報」「国民経済計算年報」
の第 1部付表 11「一般政府から家計への移転の明細表 (社会保障関係)」と,家計の項目の「所得支
出勘定」から得られる。これをまとめた表を表 10に示す。

表 10.家計別の移転所得の推定 (単位万円)

家計階層 拠出年金 無拠出年金 公的年金 医療給付 その他 公的移転所得
1 45.8 14.8 68.3 54.4 100.6 283.9
2 52.8 19.5 50.2 39.4 25.8 187.8
3 31.2 6.6 31.4 30.0 2.0 101.3
4 18.6 8.7 29.2 32.6 18.1 107.3
5 22.9 7.5 33.7 35.4 12.3 111.7
6 18.6 8.3 33.1 32.5 10.5 102.9
7 21.3 6.6 34.8 32.8 10.5 106.0
8 21.0 9.1 32.6 34.5 9.0 106.3
9 23.2 9.7 35.7 39.3 6.9 114.8
10 24.5 9.3 33.0 45.1 10.1 122.0
11 23.1 9.9 32.3 30.7 9.0 105.0
12 26.5 9.9 34.7 35.7 4.3 111.1
13 26.7 12.7 37.7 40.9 10.8 128.8
14 29.2 7.8 48.3 33.1 5.1 123.5
15 39.1 6.6 34.1 21.7 6.9 108.4
16 29.6 21.3 40.9 35.0 9.8 136.5
17 67.9 10.6 78.0 34.0 3.4 194.0
18 35.7 10.9 40.6 48.2 7.2 142.6

家計に対する税と労働要素・資本要素の初期保有
一般的には,家計に対する所得税や直接税などを個別に推定する必要があるが, 応用一般均衡の
仮定においては,これらはすべて家計の初期保有の総額に対する「税」として取り扱われる。した
がって,本論文では,これらの税を個別に求めることは行うが,総額としてまとめたものを「初期保
有に対する税」として集計する。この「税額」を集計したものが, 表 11.家計対する税と労働要素・
資本要素の初期保有の推定である。

表 11.家計に対する税と労働要素・資本要素の初期保有

家計階層 労働要素 資本要素 税の総額 家計階層 労働要素 資本要素 税の総額
1 178.3 47.5 2.1 10 663.5 97.6 58.0
2 302.6 49.5 5.0 11 750.2 104.1 56.9
3 349.5 56.1 10.1 12 800.6 109.9 74.9
4 411.1 67.0 15.6 13 816.0 115.0 81.2
5 431.0 73.3 18.0 14 883.0 122.5 94.4
6 509.2 76.8 21.8 15 973.9 141.9 108.1
7 509.9 78.6 30.8 16 1194.1 162.7 130.1
8 575.3 83.2 34.1 17 1365.9 208.6 157.9
9 599.6 90.0 37.7 18 2693.8 278.7 495.8

なお,この推定値を求めるために,付録 Bに整理しているような表 B4.家計別の税の推定表,B5.
家計別の社会保障負担の推定, 表 B6.家計支払うその他の直接税の推定を用いている。(単位万円)
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家計支出行列
一方,消費財については生産財から除外される商品も含まれるので,やや異なる分類がなされる。
例えば,食品,たばこ,衣類, 家具など, 1つの産業から生産されるものがやや細分されたり, 医療,教
育など産業分類にはないものを定義している。このように定義された生産財と消費財について,そ
の数量を推定する必要がある。これには「国民経済計算年報」や「家計調査年報」などの公表デー
タが利用可能である。
なお,この推定された家計支出行列は,いくつかの事例が示されているので, ここで表示すること

は省略する。
効用関数,需要関数のパラメータのパラメータ推定
消費者の効用関数,需要関数のパラメータには,シェア・パラメータ αm

i ,消費における代替の弾
力性 μm があるが,これらについてもカラブレーションを用いて観測データから推定される。すで
に述べたようにシェア・パラメータ αm

i については,家計支出行列の数値を用いて推定を行う。消
費における代替の弾力性 μm については,式 (40)～(48)において導出したように,消費財に対する
価格弾力性の値から直接求めることができる。しかしながら,消費財全般についての代替の弾力性
の調査結果が,デンマークでの事例などを除いて極めて少ないことや,国による差異も見られるな
ど,直接的に利用できるデータがない。また本論文の仮定では, 家計が設定する代替の弾力性 μmは
近似的には, 消費財にかかわらず 1つの数値をとるので, 現在までの入手可能なデータを参考にし
て,家計における調整項を加えて,近似的な推定値を用いることとする。具体的には,電気料金,ガ
ソリン, 医療サービス,医薬品,およびいくつかの製造業に関連した消費財についての価格弾力性の
調査結果である。また,所得の高い家計においては,通常,相対的に多い財を購入していること,支
出の額も相対的に大きく,価格弾力性はマイナス方向に大きいと仮定する。表 12には, このように
して推定したパラメータ μm の値を示す。

表 12.需要関数のパラメータの推定
家計階層　 μm 　 家計階層　 μm 家計階層　 μm 　

1 0.4 7 0.448 13 0.502
2 0.408 8 0.456 14 0.522
3 0.416 9 0.464 15 0.542
4 0.424 10 0.472 16 0.562
5 0.432 11 0.482 17 0.582
6 0.44 12 0.492 18 0.602

4.4 均衡解

これまで述べた日本経済のモデル分析における均衡解を示しておく。この解法においては,最初
の粗い近似解をスカーフアルゴリズムにより求めておいて,更に精密な解をメリルアルゴリズムに
より求めている。なお,このような一般均衡の解を求める手順については多くの著書があるので,こ
こではその詳細は省略する [5][22][35]-[37]。
なお,これらのアルゴリズムを適用するにあたり,観測された変数を直接用いるのは適切ではな
いので,適当な正規化 (相対化)を行っている。この解が求まる,それぞれの段階の中間結果の表示
は,省略する。最終的に得られた均衡解と,これにより得られる産出などを,表 13～17にまとめて
いる。解は相対的な値であるので,この均衡解から政策変更による解の移動の相対的な大きさだけ
が重要である。
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表 13.均衡解 (要素価格 r, w, tの均衡点)

要素価格 r = 0.2611, w = 0.1779t = 0.5610

表 14.均衡解 (価格 qi, pi の均衡点)

i qi pi i qi pi
1 0.356 0.319 13 0.515 0.51
2 0.364 0.398 14 0.646 0.376
3 0.364 0.378 15 1.198 0.39
4 0.364 0.381 16 0.68 0.359
5 0.379 0.407 17 0.449 0.683
6 0.381 0.441 18 1.142 0.282
7 0.283 0.293 19 0.3
8 0.561 0.357 20 0.283
9 0.365 0.899 21 0.646
10 0.388 0.391 22 1.752
11 0.714 0.405 23 0.513
12 1.285 0.411 24 0.4

表 15.均衡解 (均衡需要Xjm)

j/m 1 2 3 4 5 6 7 8 9
1 1.473 0.685 0.481 0.474 0.547 0.666 0.818 1.047 1.049
2 0.048 0.027 0.021 0.02 0.024 0.027 0.032 0.041 0.039
3 0.085 0.063 0.047 0.054 0.061 0.077 0.094 0.111 0.115
4 0.183 0.091 0.058 0.057 0.057 0.064 0.068 0.081 0.074
5 0.193 0.105 0.084 0.099 0.121 0.149 0.191 0.257 0.271
6 0.043 0.024 0.017 0.02 0.024 0.03 0.037 0.051 0.049
7 2.005 0.807 0.583 0.664 0.777 0.78 0.856 0.94 0.781
8 0.218 0.087 0.057 0.057 0.064 0.076 0.092 0.117 0.113
9 0.014 0.01 0.01 0.01 0.012 0.016 0.019 0.024 0.027
10 0.123 0.055 0.054 0.045 0.054 0.066 0.09 0.107 0.104
11 0.118 0.069 0.044 0.046 0.052 0.064 0.08 0.098 0.102
12 0.647 0.285 0.202 0.196 0.198 0.192 0.19 0.271 0.25
13 0.189 0.14 0.116 0.142 0.181 0.231 0.274 0.344 0.337
14 0.055 0.025 0.017 0.017 0.018 0.022 0.027 0.033 0.033
15 0.084 0.057 0.049 0.052 0.066 0.087 0.114 0.16 0.155
16 0.029 0.014 0.014 0.02 0.023 0.034 0.05 0.067 0.07
17 0.073 0.033 0.025 0.028 0.031 0.039 0.049 0.058 0.059
18 0.358 0.165 0.143 0.15 0.174 0.22 0.295 0.383 0.389

j/m 10 11 12 13 14 15 16 17 18
1 1.222 1.857 1.942 1.816 2.379 2.498 2.424 3.563 12.747
2 0.045 0.068 0.074 0.069 0.079 0.087 0.085 0.133 0.394
3 0.124 0.194 0.181 0.169 0.224 0.285 0.228 0.301 1.016
4 0.078 0.131 0.118 0.128 0.14 0.185 0.154 0.201 0.748
5 0.345 0.54 0.606 0.582 0.695 0.828 1.032 1.404 5.767
6 0.059 0.083 0.102 0.087 0.101 0.121 0.125 0.212 0.705
7 0.941 1.2 1.054 1.143 1.301 1.466 1.359 1.648 4.902
8 0.132 0.203 0.215 0.193 0.249 0.285 0.256 0.378 1.312
9 0.035 0.054 0.07 0.07 0.061 0.128 0.102 0.127 0.896
10 0.14 0.217 0.233 0.199 0.247 0.318 0.299 0.444 1.429
11 0.112 0.18 0.19 0.157 0.226 0.216 0.229 0.333 1.888
12 0.269 0.305 0.295 0.282 0.322 0.31 0.375 0.522 1.388
13 0.448 0.657 0.692 0.573 0.701 0.838 1.008 1.237 4.6
14 0.039 0.061 0.063 0.059 0.072 0.082 0.076 0.109 0.406
15 0.176 0.248 0.31 0.252 0.336 0.377 0.352 0.534 2.406
16 0.103 0.138 0.143 0.131 0.176 0.187 0.16 0.329 0.77
17 0.065 0.096 0.109 0.112 0.143 0.146 0.141 0.198 0.634
18 0.486 0.696 0.791 0.726 1.028 1.007 1.071 1.516 5.971

表 16.均衡解 (均衡需要XJ)

j = 1 2 3 4 5 6 7 8 9
Xj 37.688 1.313 3.429 2.616 13.269 1.89 23.207 4.104 1.685

j = 10 11 12 13 14 15 16 17 18
Xj 4.224 4.204 6.499 12.708 1.214 5.815 2.458 2.039 15.569

表 17.均衡解 (均衡における産出 Qj および労働と資本要素 Lj , Kj)

部門 Qj Lj Kj 部門 Qj Lj Kj

1 27.74 23.98 1.22 13 10.92 8.14 0.60
2 1.18 0.45 0.14 14 4.38 3.14 0.49
3 64.03 46.89 5.93 15 38.36 29.84 3.14
4 11.07 8.19 1.41 16 6.89 5.52 0.44
5 20.38 14.65 2.19 17 21.51 10.47 5.60
6 19.94 12.76 2.78 18 59.79 45.04 5.91
7 14.12 6.43 2.49 19 27.15 18.55 4.98
8 2.34 1.69 0.23 20 62.81 23.21 33.81
9 5.73 3.68 0.85 21 58.08 45.75 3.43
10 5.82 4.44 0.55 22 168.38 141.22 10.14
11 3.34 2.55 0.23 23 14.36 11.76 0.96
12 10.00 7.24 0.96 24 8.88 6.69 1.69
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5 道路関連の基盤整備と比較分析

5.1 道路関連産業の優遇政策

道路建設に代表される公共事業の実施が,どのような波及効果を持つかを, 応用一般均衡分析の
フレームワークを用いて分析する。具体的には, 道路建設は,これに関連する産業に対して,自身に
よる資本負担を軽減することであるとして,モデル化する。例えば,自動車産業は車は製造するが,
自身で道路を建設することは,多大な費用を要する。これを代替するものが,道路建設の公共事業で
あるとみなす。同様に,流通業は, 高速道路の延伸により輸送できる費用を軽減でき,資本負担が軽
減できるであろう。
このようなことを考慮して,次に示す産業部門における,資本税と労働税を一定の割合 (50%,半
減)で軽減した場合の効果を求める。
減税する産業部門:一次金属,輸送機械,建設業,卸し小売,不動産業,運輸・通信業
前の章で述べた日本の経済モデルにおいて,これらの産業部門の資本税と労働税の税率を軽減し

た場合の均衡解 Bを求め,この解 Bと前章で求めた均衡解 Aとの差異を分析する。具体的には,消
費需要,産出総額,労働および資本使用などについて, 均衡解 Bから均衡解 Aの結果を引いて均衡
解 Aの数値で割り, この数値をΔXj/Xj ∗ 100などとして示し,相対変化の率を表示する。
比較分析の結果を表 18に示している。この結果から分かるように,消費需要や産出などのすべて

の分野において,プラスの影響も見られるが,限定的であり,むしろマイナスの効果が見られるケー
スも少なくない。資本使用については,全部にプラスの影響が見られるが,その数値が大きくなって
いる産業部門が限られている。このようなことは,道路関連産業の優遇政策が,必ずしも産業全体に
プラスの影響を与えるものではなく,限定された部門や分野にしか影響しないことを示唆している。

表 18.均衡解 Aとの相対的な差異 (需要Xj ,産出 Qj ,労働 Lj ,資本Kj)

j ΔXj/Xj ∗ 100 ΔQj/Qj ∗ 100 ΔLj/Lj ∗ 100 ΔKj/Kj ∗ 100
1 -1.11 -3.46 -4.35 3.11
2 -0.69 -1.44 -6.24 1.45
3 -0.79 -2.93 -4.91 2.48
4 -1.15 -3.10 -5.09 2.27
5 -1.06 -1.68 -3.78 3.69
6 -0.95 -2.27 -5.18 2.16
7 2.93 -1.33 -5.79 1.53
8 -0.90 -1.67 -3.55 3.91
9 -0.95 -1.08 -11.97 18.73
10 0.05 -1.01 -5.86 18.05
11 -1.74 -1.35 -2.86 4.85
12 -2.12 -1.89 -3.99 3.53
13 1.94 1.60 -8.01 40.03
14 1.73 -3.04 -5.20 2.04
15 -1.77 -2.42 -3.88 3.57
16 -1.55 0.54 -3.93 25.80
17 -1.18 -1.34 -5.54 1.80
18 -1.85 -1.39 -7.47 19.94
19 -1.66 -4.25 3.19
20 3.43 -7.03 7.62
21 0.00 -3.71 23.26
23 -2.52 -3.27 4.15
24 -2.81 -4.77 2.60
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5.2 情報セクターへの優遇政策

道路建設の公共事業がどれだけ有効であるかを分析するには,比較の対象となる産業への政策を,
シナリオとして仮定する必要がある。本論文では,この比較対象のシナリオとして,いわゆる情報
セクターへの優遇政策を取り上げる。しかしながら,このシナリオは,基本的には, 優遇政策を実施
する対象の産業が異なるだけであり,方法論は前節の道路関連産業への優遇政策の場合と同じであ
る。情報セクターとその生産財,および消費財との対応関係を,表 19に示している。
次に示す産業部門における,資本税と労働税を一定の割合 (50%,半減)で軽減した場合の効果を

求める。
減税する産業部門:パルプ・紙,電気機械,精密機械,金融・保険業, 不動産業,運輸・通信業,サー

ビス業,対家計民間非営利サービス
前の章で述べた日本の経済モデルにおいて,これらの産業部門の資本税と労働税の税率を軽減し
た場合の均衡解 Cを求め,この解 Cと前章で求めた均衡解 Aとの差異を分析する。消費需要,産出
総額,労働および資本使用などについて, 均衡解 Cから均衡解Aの結果を引いて均衡解Aの数値で
割り, 相対変化の率を表示する。

表 19. 産業部門の情報と非情報セクターへの所属 (数値は部門番号)

セクター 所属する産業部門
情報 (5) パルプ・紙,(12) 電気機械,(14) 精密機械,(19) 金融・保険業, (20) 不動産

業,(21) 運輸・通信業,(22) サービス業,(24) 対家計民間非営利サービス
セクター 所属する消費財
情報 (13) 運輸,(14) 通信,(15) レクリエーション・文化サービス,(16) 教育,(17) 書

籍・新聞

表 20.均衡解 Aとの相対的な差異 (需要Xj ,産出 Qj ,労働 Lj ,資本Kj)

j ΔXj/Xj ∗ 100 ΔQj/Qj ∗ 100 ΔLj/Lj ∗ 100 ΔKj/Kj ∗ 100
1 5.82 5.13 6.52 -4.09
2 5.41 5.10 12.70 1.45
3 5.63 4.85 7.94 -2.87
4 5.31 6.02 9.14 -1.78
5 6.61 7.45 4.11 16.19
6 6.46 6.98 11.64 0.47
7 5.15 5.10 12.18 0.96
8 3.75 6.91 9.99 -0.87
9 7.12 7.17 11.67 0.59
10 8.57 6.60 9.13 -1.81
11 8.23 7.64 10.07 -0.88
12 7.22 9.56 4.86 22.04
13 8.38 7.27 9.98 -1.00
14 10.37 9.61 5.77 18.94
15 9.21 6.62 8.92 -1.97
16 8.13 5.95 7.84 -2.96
17 7.74 5.15 11.70 0.60
18 8.85 6.15 8.93 -1.96
19 7.55 7.127 8.33
20 4.77 7.40 3.81
21 7.81 6.71 14.07
22 7.80 7.76 8.08
23 7.40 8.57 -2.28
24 7.52 11.76 -3.13

比較分析の結果を表 20に示している。この結果から分かるように,消費需要や産出などのすべて
の分野において,プラスの影響も見られる,その大きさも無視できない程度である。ただし,資本使
用については,マイナスの効果が見られるケースもある。このようなことから,情報セクターへの
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優遇政策は道路関連産業の優遇政策と比較した場合に,より多くの産業全体にプラスの影響を与え
ることが分かり,これらの情報セクターの投入産出関係が, 経済全体に影響ていることを意味して
いる。

5.3 人口減少による影響

これまでの多くの研究において,特定の産業部門への優遇政策によるプラスの効果に比べて,人
口が減少することの影響の方が,相対的に大きいことが指摘されている。この問題を確認するため
に, 次に,人口,具体的には家計のそれぞれの階級における数値が, 一様に 30%減少した場合の変化
を求めて見る。
前の章で述べた日本の経済モデルにおいて,これらの家計のそれぞれの階級における数値が, 一
様に 30%減少した場合の均衡解Dを求め,この解Dと前章で求めた均衡解Aとの差異を分析する。
消費需要,産出総額,労働および資本使用などについて, 均衡解 Dから均衡解 Aの結果を引いて均
衡解 Aの数値で割り, 相対変化の率を表示する。
比較分析の結果を表 21に示している。この結果から分かるように,産出と労働使用資本使用の
すべての分野においてやマイナスの影響が見られる,その大きさも家計の数値の減少に見合う程度
の大きさであり, 無視できないレベルにある。ただし,消費需要資本使用については,プラスの効果
が見られるケースもあるが数値は小さい。このようなことから,家計のそれぞれの階級における数
値が, 一様に 30%減少した場合には,より多くの産業全体にマイナスの影響を与えることが分かり,
家計の総数の縮小が, 経済全体を小さくすることに極めて大きく影響していることを示している。

表 21.均衡解 Aとの相対的な差異 (需要Xj ,産出 Qj ,労働 Lj ,資本Kj)

j ΔXj/Xj ∗ 100 ΔQj/Qj ∗ 100 ΔLj/Lj ∗ 100 ΔKj/Kj ∗ 100
1 0.70 -31.07 -31.56 -27.50
2 0.76 -30.50 -32.96 -28.99
3 0.52 -30.85 -31.93 -27.93
4 1.87 -31.13 -32.21 -28.20
5 -0.29 -30.36 -31.50 -27.45
6 0.26 -30.59 -32.18 -28.18
7 3.96 -30.63 -33.03 -29.12
8 2.05 -30.64 -31.70 -27.83
9 -0.77 -30.65 -32.19 -28.15
10 0.57 -30.70 -31.57 -27.62
11 -0.12 -30.36 -31.18 -26.87
12 2.75 -30.80 -31.93 -27.86
13 -0.01 -30.64 -31.57 -27.47
14 0.91 -30.68 -31.85 -27.90
15 -0.38 -30.85 -31.65 -27.64
16 0.00 -30.03 -30.71 -26.71
17 1.23 -30.04 -32.32 -28.34
18 -0.04 -31.06 -32.02 -28.03
19 -30.66 -32.06 -28.06
20 -29.22 -32.11 -28.12
21 -30.56 -31.17 -27.14
22 -30.22 -30.72 -26.65
23 -30.64 -31.04 -27.00
24 -30.72 -31.79 -27.78
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付録A 産業別の粗要素費用計算のための基礎表
(1) 民間企業の支払う直接税
産業の支払う税については,次のようにまとめられる。資本税は企業に課税される税金であり,こ
れには直接資本税と間接資本税とがある。このうち直接税資本税は法人税,法人住民税など企業の
収益に直接関連しており, 間接資本税は固定資産税や事業所税など産業活動について間接的に課税
される。これらのデータは「国税庁統計年報」や「地方財政白書」などの,公表されている資料か
ら入手することができる。しかしながら対象が公的企業である場合には収支差額を用いる必要があ
ることや,個人企業の場合には,資本所得と労働所得を分離する必要があるため,「国民経済計算年
報」を用いて調整することがなされる。
まず,企業が支払う直接税は,国税である法人税と,都道府県。市町村の徴収する法人住民税,お
よび企業が受け取る利子配当への源泉徴収税からなる。法人税と法人住民税については,国税庁の
公表する該当年度の「税務統計から見た法人企業の実態」,および「財政金融統計月報」に記載さ
れている税金引き当て額を用いて推定することができる。源泉徴収税については, 国税庁の公表す
る「国税庁統計年報書」に記載されている源泉徴収に関するデータを用いて,推定することができ
る。なお金融機関に関しては, 通常は直接税として処理される金額には,日銀納付金が含まれてい
るので, これを分離するために「地方財政統計年表」および「地方財政白書」を参照する。これら
をまとめたものが,表 A1.民間企業の支払う直接税である。
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表 A1.民間企業の支払う直接税
部門 法人税 法人住民税 源泉所得税 部門 法人税 法人住民税 源泉所得税
1 23.6 6.2 7.5 12 921.6 51.0 45.4
2 85.8 742.2 8.4 13 548.6 34.4 26.7
3 326.0 37.3 15.6 14 189.3 7.5 5.2
4 194.0 22.0 7.8 15 465.4 27.9 25.5
5 86.7 9.5 5.8 16 748.7 206.6 48.1
6 486.3 57.1 30.3 17 387.6 117.2 3.9
7 169.9 16.3 4.3 18 2688.1 315.8 138.8
8 215.4 27.6 9.9 19 999.5 199.6 81.0
9 506.0 26.0 25.1 20 437.1 37.6 12.8
10 263.1 15.3 10.5 21 356.1 93.9 9.2
11 566.0 20.6 26.6 22 460.9 203.3 21.7

(2) 生産物税
次に,企業が生産した生産物に課税される生産物税を推定する。この生産物税の典型的なものが,

ガソリンや酒・たばこに課税される税がある。産業によっては課税対象となる財が存在しない部門
もある。一方では,農林水産業などを中心に交付される補助金は,マイナスの生産物税として推定さ
れる。これらを区別するために,ガソリンや酒・たばこなどの生産物に課税される税だけの値を生
産物税とよび, 補助金を加えたものを純生産物税とよぶ。この推定には, 「国税庁統計年報」およ
び「地方財政白書」を用いる。この結果を表 A2.生産物税に示す。

表 A2.生産物税
部門 生産物税 部門 生産物税
1 4.5 12 448.0
2 6.2 13 479.2
3 3603.1 14 63.3
4 0.0 15 50.2
5 0.0 16 0.0
6 41.2 17 592.7
7 2326.3 18 623.8
8 0.0 19 269.6
9 0.0 20 0.0
10 0.9 21 108.0
11 7.5 22 2083.2

(3) 個人企業における資本所得と労働所得
企業には法人企業のほかに個人企業が存在しており,この個人企業の資本所得と労働所得を推定
し,これをそれぞれの産業部門の集計値に加える必要がある。このための基礎データは「個人企業
経済調査年報」における第 1表「年度別営業状況」から推定できる。ここではやや話を簡単化し,
てこの調査報告に記載されている営業利益と,支払利息・地代家賃その他賃借料との合計額を, 推
定値としておく。ただし,この報告書には,いわゆる製造業に関する統計データしか記載されていな
いので,これ以外の農業などへは, 事業数に応じて配賦する。そのため,農業関係の統計データおよ
び「国民経済計算年報」による利子・賃貸料の支払データを参考にする。しかしながら,公的な企
業民間法人におけるこれらの計算は,個人企業 (いわゆる自営業)の場合にはやや面倒になる。個人
企業の場合には営業余剰は,資本所得と労働所得に分割する必要がある。営業剰余を 2つの部分に
分割する方法としては,それぞれの産業部門において対応する民間法人の利益率を用いて,個人企
業の利益率に充当することにより行われる。このように推定された資本所得を営業余剰から引くこ
とにより労働所得が推定される。表 A3には推定された個人企業における資本所得と労働所得を示
している。.
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表 A3.個人企業における資本所得と労働所得
部門 資本所得 労働所得 部門 資本所得 労働所得
1 504.8 6212.5 12 26.1 59.0
2 1.9 4.5 13 36.4 63.6
3 173.1 406.0 14 22.0 48.6
4 334.0 676.7 15 732.5 1395.2
5 32.1 58.7 16 1040.0 2365.4
6 5.2 12.0 17 0.0 0.0
7 0.0 0.0 18 1788.4 3220.6
8 71.8 115.9 19 0.0 0.0
9 27.6 62.1 20 9995.6 3766.5
10 202.0 555.6 21 47.8 116.1
11 134.2 217.9 22 1844.3 5747.3

(4) 産業の労働所得と労働税
企業は生産物の生産のために労働を投入するが,同時に,この社会保障などの目的で負担を行う。
この労働使用にともなう金額が,労働税である。このための基本的なデータとして,当該年度の「労
働者福祉施設制度等調査報告」がある。これらのデータに含まれる現金給与・現物給与および法定
福利費にもとづいて産業別に雇主が負担すべき賃金に対する社会保障費の割合を推定する。この比
率が推定されたならば,産業連関表に記載されている産業ごとの賃金額に比率をかけて,社会保障
費の推定値が得られる。また,自営業者による社会保障負担の推定には,「国民経済計算年報」の付
表 10および「社会保障統計年報」を用いる。これらの基礎データには, 年間の 1人当りの国民年
金保険の保険料と国民健康保険料が記載されているので,各産業に属する自営業者の数をかけるこ
とにより得られる推定値を用いる。これらをまとめたものが表 A4.産業別の社会保障負担である。

表 A4.産業別の社会保障負担
部門 雇主 雇用者 自営業者 部門 雇主 雇用者 自営業者
1 140.4 69.8 350.6 13 474.4 269.5 11.6
2 48.2 38.3 0.6 14 73.4 58.5 2.2
3 269.2 184.2 15.3 15 780.4 389.9 46.3
4 123.3 92.9 35.2 16 1205.1 871.3 81.3
5 91.6 64.1 2.3 17 152.4 76.4 0.0
6 207.5 114.9 0.3 18 1657.7 975.7 161.4
7 20.8 14.1 0.0 19 568.1 302.3 0.0
8 205.3 130.8 7.5 20 63.5 41.9 18.0
9 212.3 178.6 0.7 21 1244.8 777.6 21.0
10 254.2 187.7 14.0 22 1060.8 774.6 189.4
11 488.7 242.0 10.6 23 1720.2 1404.6 0.0
12 321.1 219.6 4.8 24 300.0 185.1 0.0

.

付録B　家計の所得と税の計算のための基礎表
(1) 家計別の所得
家計の粗所得は雇用者所得 (ただし社会保障雇主負担を控除した額) 事業所得,農業所得,財産所
得から構成される。これらのデータは, 厚生労働省が公表する,それぞれの年度の「所得再配分調
査」から得ることができる。表 B1に集計した結果を示している。.
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表 B1.家計別の雇用者所得,事業所得,農業所得の推定 (単位万円)

家計階層 雇用者所得 事業所得 農業所得 家計階層 雇用者所得 事業所得 農業所得
1 151.4 20.1 11.2 10 621.2 54.4 27.4
2 226.3 59.3 28.2 11 674.6 85.6 26.2
3 277.2 54.3 33.7 12 722.5 87.1 25.8
4 324.3 65.5 38.3 13 773.3 65.2 18.9
5 374.1 54.3 25.5 14 846.5 69.4 11.5
6 423.5 78.2 33.8 15 944.6 54.2 22.4
7 473.4 45.5 16.7 16 1107.1 102.3 35.3
8 522.3 63.4 21.8 17 1354.2 160.2 8.3
9 573.4 43.1 19.3 18 2004.4 700.4 46.7

(2) 家計の財産所得
家計の財産所得は,預金の利子の受け取りと,証券からの配当により構成される。まず,当該年度
の「全国消費実態調査報告」の第 3巻:貯蓄偏における第 2表:年間収入階級別 1世帯当りの貯蓄負
債の現在高をもとにして, 受け取ることのできる利子と,支払うべき利子を求めると,同時に受け取
り配当を推定する。この推定値,に家計階級ごとの世帯数をかけることにより, 家計の財産所得を
推定する。これをまとめたものが,表 B2.家計の財産所得の推定である。

表 B2.家計の財産所得の推定 (単位万円)

家計階層 財産所得 家計階層 財産所得 家計階層 財産所得
1 40.5 7 59.1 13 68.2
2 39.5 8 57.7 14 69.5
3 44.3 9 57.8 15 80.8
4 53.1 10 61.0 16 92.4
5 58.3 11 62.5 17 116.8
6 59.5 12 66.5 18 137.0

(3) 家計の帰属家賃の推定
次に,家計の資本所得の 1つの形態として,持ち家が家賃を生み出すとみなすことがある。いわ
ゆる,「帰属家賃」の推定である。この数値の推定は,当該年度の「貯蓄動向調査報告」の中の第 23
表に含まれる,年間収入階級別貯蓄及び実物投資の 1世帯当りの純増額に含まれている, 推定の持
ち家比率をもとにして行う。これをもとにして,当該年度の「全国消費実態調査報告」における第
1巻家計収支編における第 1表: 年間収入家計階層別 1世帯当り１か月間の収入と支出をもとにし
て, 持ち家比率をかけることにより,帰属家賃を総額として推定する。この結果をまとめたものが
表 B.3家計の帰属家賃の推定である。

表 B3.家計の帰属家賃の推定

家計階層 持ち家比率 帰属家賃 家計階層 持ち家比率 帰属家賃 家計階層 持ち家比率 帰属家賃
1 0.56 7.0 7 0.49 19.5 13 0.73 46.7
2 0.53 10.0 8 0.58 25.4 14 0.75 52.9
3 0.51 11.8 9 0.67 32.2 15 0.78 61.1
4 0.51 13.8 10 0.70 36.5 16 0.76 70.3
5 0.48 15.0 11 0.74 41.6 17 0.81 71.7
6 0.49 17.3 12 0.72 43.4 18 0.85 81.7

(4) 家計別の所得税と社会保障負担
これまでの処理により,家計別の粗所得が集計される。次に, 家計の支払う所得税についてデー
タを収集する必要がある。家計が負担する税は,所得税,住民税,固定資産税,軽自動車税の 4つが
ある。これらのデータは,「地方財政白書」および「国民経済計算年報」の中の「期末貸借対照表勘
定」,同第 2部の付表 1「国民資産・負債残高」から推定される。また軽自動車税については, 「家
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計調査年報」から推定される。家計が支払うその他の直接税についてこれらの直接税は,自動車関
係の税である自動車税,自動車重量税, 自動車取得税,軽自動車税およびこれ以外からなる。この数
値の推定には,当該年度の「家計調査年報」における,自動車・自動車等の維持に関する支出データ
を用いる。また,狩猟税や罰金に関しても,同報告のデータを参照することにより推定される。こ
れらをまとめたものが, 表 B6.家計支払うその他の直接税の推定である。これらをまとめたものが,
表 B4.家計別の個人所得税および直接税の推定である。

表 B4.家計別の税の推定 (単位万円)

家計階層 個人所得税 直接税 家計階層 個人所得税 直接税 家計階層 個人所得税 直接税
1 1.6 0.6 7 28.3 3.6 13.0 78.0 4.3
2 4.1 1.3 8 31.3 4.1 14.0 91.8 3.8
3 8.6 1.6 9 34.8 4.1 15.0 104.2 5.7
4 13.7 1.9 10 54.6 3.8 16.0 125.2 5.9
5 15.8 3.1 11 53.7 4.6 17.0 153.9 4.4
6 19.1 3.1 12 71.6 4.9 18.0 490.9 6.7

更に,家計の社会保障負担は,初期保有に対する税の 1つの項目として集計する必要がある。こ
のデータは「国民経済計算」の中の「社会保障負担の明細表」より推計される。これを表 B5.家計
別の社会保障負担の推定に示す。

表 B5.家計別の社会保障負担の推定 (単位万円)

家計階層 雇用者 自営業者 非雇用者 家計階層 雇用者 自営業者 非雇用者
1 0.8 1.8 1.8 10 31.7 2.8 5.1
2 3.3 2.2 5.8 11 29.1 2.3 4.8
3 5.3 3.1 7.3 12 26.7 3 5
4 7.9 2.6 6.5 13 34.0 3.4 4.1
5 14.7 2.1 6 14 37.9 2.6 3.9
6 17.7 2.5 6 15 38.2 3 6.3
7 18.5 2.2 4.9 16 39.1 3.8 7.7
8 25.6 2.4 4.2 17 40.3 4 7.1
9 29.3 2.5 4.4 18 40.5 8.4 8.9
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